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1．基本的な方針
　　専門工事業界における社会保険等の加入促進の実効性を確保するためには、行政、総合工事業者（元請業者）、専門工事業者（下請）などが一体となって推進していくことが必要である。
　　現在、建設産業界は長引く建設投資の減少の中で需給のバランスが崩れ、低価格の受注競争によって企業は疲弊しており、機械土工工事業者も例外ではなく、そのため若年者の雇用、技術・技能者の育成、設備の更新などを後回しにせざるを得ず、福利厚生費など必要コストまで削減しなければ受注の確保ができない状況下にある。
　　しかしながら日機協は、専門工事業者としての責務を果たすべく団体が取り上げるべき対策、正会員（以下「会員企業」という。）が自ら実施すべき対策を取り決め、その推進を図っていく。
　　官民の発注機関、総合工事業界に対しても社会保険等への加入促進が迅速に進むよう、法定福利費のみならず必要な工事原価や適正な経費が支払われるよう強く求めていく。また、低入札・ダンピング受発注を防止する対策の強化と、社会保険等未加入業者や、未加入者が利する環境にならないよう、広く関係機関に社会保険等未加入対策の実施を強く求めていく。
２．保険加入の状況
　　平成24年８月に実施した社会保険等の加入に関する調査結果は以下のとおりである。
　⑴　調査概要
➀調査実施日：平成24年8月７日
②会員企業調査数：78社
③回答企業数：46社（回答率58.97％）
⑵　回答46社の調査結果について
　①社会保険加入率：100％
　②総従業員数：4020名（高齢者、雇用期間が3ヶ月未満の就労者等を含む）
　③雇用保険加入者数：3855名（加入率95.9％）
　④厚生年金保険加入者数：3855名（加入率95.9％）
　⑤健康保険加入者数：3871名（加入率96.3％）
以上の結果では、回答企業数が58.97％であり未回答企業の状況が把握できず、現在の状況下では会員企業全体で未加入企業は皆無であると言い切れない。
この結果を踏まえ、以下に示す取り組みにより、平成29年度末における会員企業の社会保険等加入率100％達成と、保険等加入義務のある従業員の加入率100％達成を目指す事とする。
3．取り組みの内容
　⑴　期間
　　　国土交通省（建設産業戦略会議）の計画と同様に、平成24年度から平成29年度までの5年間の計画とする。
　⑵　日機協（団体）が取り組むべき対策
　　①「社会保険未加入対策推進協議会」への参画
　　　・建設業担当部局、社会保険担当部局、学識経験者、建設業団体などで構成する「社会保険未加入対策推進協議会」に参画し、下請専門工事業（機械土工工事業）の立場から効果的な取り組みや周知啓発の方法、さらに実効性の上がる対策について積極的に意見具申する｡
　　②会員企業への周知
　　　・社会保険未加入に関する対策の啓蒙を図り、会員企業として取り組むべき対策を協会のホ－ムペ－ジを活用して周知徹底に努めるとともに、未加入会員に対しては加入を勧告する。
　　③他の専門団体との連携
　　　・社団法人建設産業専門団体連合会及び他の建設機械施工工事業団体と連携し、加入促進を図るための施策を協力して検討し推進する。
　　④標準見積書の作成
　　　・機械土工工事における法定福利費を別枠明示した標準見積書を策定し、会員企業へその活用を周知指導、浸透させる。
　　⑤法定福利費の確保
　　　・法定福利費の確保に向けて作成した標準見積書の活用を会員企業へ周知徹底する。
　　　・元請団体に対し法定福利費内訳明示のための標準見積書の採用を働きかけるとともに、標準見積書を活用して法定福利費を適正に確保するように要請する。
　　⑥適正工期の確保
　　　・元請団体に対し、傘下会員が適正工期を確保するよう要請する。
⑦低価格受注防止対策の推進
　　　・元請業界に対して、原価割れ価格による受注の強要や、法定福利費その他必要経費等の値引きの強要などの是正を要請する。
　　　・官民発注機関に対して、実効性のある低入札防止対策の実施を求めるとともに、元請・下請間の取引適正化に係る指導を要請する。
　　⑧社会保険加入促進計画の補強
　　　・平成２９年度まで５年間にわたり社会保険加入促進計画に基づく活動を展開するが、計画の進捗状況や関係機関等の指導などによって同計画を補強することが出来る。
　　⑨優良企業認定制度の取組
　　　・保険加入を促進するため、３保険に適切に加入している等の優良企業を認定する制度を構築する。
　⑶　会員企業自ら実施すべき対策
　　①保険加入の促進
　　　・自社が雇用する従業員の社会保険等への加入に努めるとともに、下請企業との契約時において社会保険等への加入状況を確認し、未加入企業には保険加入を指導する。
・また会員企業と契約した下請企業が再下請（孫請）に付す場合には、契約時において社会保険等への加入状況の確認と、未加入企業には下請企業に保険加入を指導するように要請する。
　　　・建設業許可申請・更新時における社会保険等への加入書類の提示及び施工体制台帳・再下請通知書・作業員名簿等への社会保険等への加入状況の記載を遵守する。
　　②法定福利費の確保
　　　・会員企業は、標準見積書を活用した適正な法定福利費の計上を遵守し、元請・下請間及び会員企業・再下請間の契約の適正化及び法定福利費等の確保に努める。
　　③社会保険等未加入企業の排除
　　　・会員企業は、平成29年度以降（社会保険等の加入促進が一定程度進捗した段階）、社会保険等未加入企業や未加入作業員の現場からの排除に取り組む元請企業に協力する。　　　　　　　　　　　　　　　以上
